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通 番 ヒアリング事項 
ヒアリング 

団体 
ページ 

４９ 
臨床研修病院の指定、研修医受入定員調整権限の都道府県への移

譲（1 件） 
兵庫県 ― 

１５ 社会医療法人の認定要件緩和（2 件） 

熊本県 

１～５ 九州地方知事会

（熊本県） 

５１ 水道事業等の認可等の権限の国から都道府県への移譲（6 件） 
中国地方知事会 

（広島県） 
６～１０ 

１４ 
医療用麻薬に係る小売業者間の譲渡に係る許可権限等の都道府県へ

の移譲及び規制緩和（7 件） 

京都府 １１～２４ 

長崎県 ２５～２８ 

４７ 保育所等の児童福祉施設に係る「従うべき基準」の見直し（17 件） 

埼玉県 ２９～３０ 

東京都 ３１～３７ 

兵庫県 ― 

九州地方知事会 

（佐賀県） 
３８～４１ 

４８ 認可外保育施設に係る市町村への権限移譲（1 件） 埼玉県 ４２ 

７ 
認可外保育所が認可保育所に移行する際の経済的基礎の条件の緩

和（1 件） 
埼玉県 ― 

８ 保育所型認定こども園に係る認定の有効期間の廃止（1 件） 兵庫県 ― 

１０ 放課後児童クラブの補助条件の見直し（5 件） 

神戸市 ― 

相模原市 ４３ 

鳥取県 ４４ 

１２ 介護保険事業に係る規制緩和（3 件） 

長崎県 ４５～４７ 

千葉県 ４８ 

萩市 ― 

１３ 介護認定審査会委員の任期の条例委任（2 件） 堺市 ― 
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会
医
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認
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充
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熊
本
県
く
ま
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ン

通番１５：社会医療法人の認定要件緩和（熊本県、九州地方知事会（熊本県））
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2

診
療

所
派
遣
の
み

O
K

診
療
所
・
病
院
ど
ち
ら
か
の
派
遣
で

O
K

 

現
状

（
凡

例
）

O
U

T

社
会

医
療

法
人

○
へ

き
地

医
療

を
行

う
医

療
法

人
が

社
会

医
療

法
人

と
な
る
た
め
に
は

、
「
へ

き
地

診
療

所
」
に
年

間
５
３
人

日
以

上
直

接
医

師
を
派

遣
す
る
こ
と
が

必
要

。

医
療

法
人

医
療

法
人

派
遣

へ
き
地

診
療

所

へ
き
地

拠
点

病
院

提
案

概
要

○
「
へ

き
地

診
療

所
」
だ
け
に
限

る
の

で
は

な
く
、
「
へ

き
地

医
療

拠
点

病
院

」
へ

の
派

遣
に
つ
い
て
も
社

会
医

療
法

人
認

定
の

要
件

に
加

え
る
。

派
遣 派
遣

管
理

番
号

30
8

2



3

○
へ

き
地

医
療

の
経

験
が

な
い
病

院
で

は
へ

き
地

で
の

総
合

的
な
診

療
ノ
ウ

ハ
ウ
の
蓄
積
が
な
い
。
そ
こ
に
交
通
環

境
の
不
利
な
地
域
条
件
が
加
わ
り
、
こ

れ
を
支
援
す
る
医
療
機
関
か
ら
の
派

遣
は

容
易

に
は

増
え
な
い
見

込
み

。

○
へ
き
地
医
療
拠
点
病
院
の
常
勤
医
師

数
は
年
々
減
少
傾
向
に
あ
り
、
へ
き
地

診
療
所
へ
の
支
援
が
ま
す
ま
す
厳
し

い
状

況
。

○
社
会
医
療
法
人
が
へ
き
地
医
療
拠
点

病
院

を
支

援
す
る
こ
と
で
、
そ
の

分
へ

き
地
医
療
拠
点
病
院
か
ら
よ
り
安
定

的
に
へ
き
地
診
療
所
へ
の
医
師
派
遣

を
行

う
こ
と
が

可
能

。

地
域

の
実

情
を
踏

ま
え
た
見

直
し
の

必
要

性

3



4

○
Ａ
県
、
Ｂ
県
に
医
療
施
設
を
設
置
し
て
い
る
医
療
法
人
が
社
会
医
療
法
人
と
な
る
た
め
に
は
、
Ａ
県
の
施

設
、
Ｂ
県

の
施

設
、
そ
れ

ぞ
れ

で
要

件
（
※
１
）
を
満
た
す
必
要
。

※
１

救
急
医
療
等
確
保
事
業
（
救
急
医
療
、
災
害
時
に
お
け
る
医
療
、
へ
き
地
の
医
療
、
周
産
期
医
療
、
小
児
医
療
）
に
係
る
業
務
を
行
っ
て
い
る
こ
と
等
。

○
一
方
、
Ａ
県
の
み
に
複
数
施
設
を
置
く
場
合
は
、
い
ず
れ
か
１
つ
の
施
設
で
要
件
を
満
た
せ
ば

O
K
。

管
理

番
号

38
7

Ｂ
県

Ａ
県

医
療
施
設

（
凡

例
）

O
U

T

Ａ
県

要
件

○

一
定

の
条

件
を
満

た
す
場

合
は

O
K
へ

要
件

×

要
件

×

要
件

×

社
会

医
療

法
人

医
療

法
人

Ｂ
県

要
件

○

要
件

×

要
件

× 要
件

×

要
件

×

要
件

○

医
療

法
人

O
K

O
U

T

○
複
数
県
に
施
設
を
設
置
し
て
い
る
医
療
法
人
に
あ
っ
て
も
、
エ
リ
ア
が
「
定
住
自
立
圏
」
（
※

２
）
を
形

成
し

て
い
る
場
合
、
又
は
経
営
規
模
等
が
１
の
県
に
偏
在
し
て
い
る
場
合
等
は
、
１
の
県
に
施
設
を
置
く
医
療

法
人
と
同
様
の
取
扱
い
と
す
る
。

※
２

中
心

市
（
人

口
5万

程
度
以
上
）
と
中
心
市
と
近
接
し
、
経
済
、
社
会
、
文
化
又
は
住
民
生
活
等
に
お
い
て
密
接
な
関
係
（
通
勤
通
学

10
%
圏

等
）
を
有

す
る
市

町
村
が
、
人
口
定
住
の
た
め
に
必
要
な
生
活
機
能
を
確
保
す
る
た
め
、
役
割
分
担
し
、
連
携
し
て
い
く
こ
と
を
協
定
で
明
示
し
て
い
る
圏
域
。
所
管
は
総
務
省
。

現
状

提
案

概
要

4



7

○
現
行
の
要
件
の
ま
ま
で
は
、
医
療
法
人
が
、
社
会
医
療
法
人
の
認
定
を
得
る
た
め
、
一
方
の
県
に

置
く
小
規
模
医
療
施
設
を
廃
止
す
る
動
き
を
誘
発
す
る
可
能
性
。

○
提
案
概
要
の
ケ
ー
ス
に
お
い
て
は
、
社
会
医
療
法
人
の
要
件
を
見
直
す
こ
と
で
、
も
と
も
と
医
療
施

設
が
少
な
い
地
域
に
お
い
て
貴
重
な
医
療
施
設
の
存
置
を
確
実
な
も
の
と
し
、
地
域
住
民
へ
安
定

的
な
医
療
提
供
体
制
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

地
域

の
実

情
を
踏

ま
え
た
見

直
し
の

必
要

性

地
域

の
実

情

①
有

明
圏

域
定

住
自

立
圏

の
構

成
自

治
体

の
人

口
、
面

積

福
岡

県
熊

本
県

合
計

大
牟
田
市

柳
川
市

み
や
ま
市

荒
尾
市

南
関

町
長
洲
町

人
口

12
3,

63
8

71
,3

75
40

,7
32

55
,3

21
10

,5
64

16
,5

94
31

8,
22

4

面
積

81
.5

5
76

.8
8

10
5.

12
57

.1
5

68
.9

6
19

.4
4

40
9.

10

(単
位

：
人

、
K
㎡
）

②
当

該
医

療
法

人
に
お
け
る
１
の

県
へ

の
経

営
規

模
等

の
偏

在
状

況

福
岡

県
熊

本
県

合
計

医
療
施
設

4（
病
院

2、
診

療
所

2）
2（

診
療
所
の
み
）

6

職
員
数

63
6

93
.7

43
6.

3
67

9
10

0.
0

事
業
収
益

6,
04

3,
37

7
95

.4
28

9,
21

6
4.

6
6,

33
2,

59
3

10
0.

0

（
単

位
：
人

、
千

円
、
％

）

○
大
牟
田
市
は
中
心
市
宣
言
を

H
21

.8
.2

8に
行
い
、

H
25

.3
.2

8ま
で
に
近
隣

3市
2町

と
協
定
を
締
結

5



 

平
成

２
６

年
８

月
２

１
日

 
中

国
地

方
知

事
会

（
広

島
県

）
 

１
ﾍ

ﾟｰ
ｼ
ﾞ 

（
１
）
 
 

水
道

事
業

等
の

 
「
許

認
可

事
務

の
効

率
化

・
迅

速
化

」
 

２
ﾍ
ﾟｰ

ｼ
ﾞ 

（
２
）
 
 

水
道

事
業

等
の

 
「
報

告
徴

収
及

び
立

入
検

査
の

充
実

・
強

化
」

３
ﾍ
ﾟｰ

ｼ
ﾞ 

（
３
）
 
 

新
水

道
ビ

ジ
ョ
ン

に
お

い
て

求
め

ら
れ

る
 
「
広

域
調

整
機

能
の

発
揮

」
４

ﾍ
ﾟｰ

ｼ
ﾞ 

１
 

都
道

府
県

知
事

へ
の

移
譲

を
提

案
す

る
目

的
，
項

目
 

２
 

提
案

が
実

現
し

た
場

合
に

発
揮

す
る

効
果

 

水
道

事
業

等
の

認
可

等
の

権
限

の
国

か
ら

都
道

府
県

へ
の

移
譲

通番５１：水道事業等の認可等の権限の国から都道府県への移譲
　　　　　　（中国地方知事会（広島県））
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H
2
6
.8

.2
1
 

提
案

募
集

検
討

専
門

部
会

資
料

 

- 1
 - 

１
 
都

道
府

県
知

事
へ

の
移

譲
を

提
案

す
る

目
的

，
項

目
 

【
目

的
】
 

 
 

現
在

，
水

道
事

業
及

び
水

道
用

水
供

給
事

業
（
以

下
「
水

道
事

業
等

」
と

い
う

。
）
の

許
認

可
・
指

導
監

督
等

の
権

限
は

，
 

水
源

の
種

別
及

び
給

水
人

口
並

び
に

給
水

量
の

規
模

要
件

に
応

じ
て

，
厚

生
労

働
大

臣
と

都
道

府
県

知
事

に
分

割
付

与
 

さ
れ

て
い

る
。

 

 
 

 
こ

の
厚

生
労

働
大

臣
権

限
を

都
道

府
県

知
事

に
移

譲
・
一

元
化

す
る

こ
と

に
よ

り
，

「
許

認
可

事
務

の
効

率
化

・
迅

速
化

」
，

「
指

導
監

督
（
報

告
徴

収
・
立

入
検

査
）
の

充
実

・
強

化
」
，

「
広

域
調

整
機

能
の

発
揮

」
が

可
能

と
な

る
。

 

【
項

目
】
 

施
行

令
第

１
４
条

(都
道

府
県

の
処

理
す

る
事

務
)の

規
定

に
よ

り
，

都
道

府
県

の
事

務
か

ら
除

外
さ

れ
て

い
る

事
務

・
権

限
 

該
当

条
項

 
主

な
事

務
・
権

限
 

令
第

１
４
条

第
１
項

及
び

第
３
項

 
計

画
給

水
人

口
５

万
人

超
の

特
定

水
源

水
道

事
業

（
※

1
）
の

 
許

認
可

，
指

導
監

督
な

ど
 

令
第

１
４
条

第
２
項

及
び

第
３
項

 
一

日
最

大
給

水
量

2
5
,0

0
0
m

3
超

の
水

道
用

水
供

給
事

業
の

 
許

認
可

，
指

導
監

督
な

ど
 

令
第

１
４
条

第
４
項

 
事

業
統

合
後

に
現

行
法

上
厚

生
労

働
大

臣
管

轄
と

な
る

 「
水

道
事

業
者

間
」
，

「
水

道
用

水
供

給
事

業
者

間
」
，

 

「
水

道
事

業
者

と
水

道
用

水
供

給
事

業
者

の
間

」
の

 
合

理
化

（
経

営
の

一
体

化
な

ど
）
勧

告
（
※

2
）
 

（
※

1
）
特

定
水

源
水

道
事

業
：
 

 
「
河

川
の

流
水

を
水

源
と

す
る

水
道

事
業

」
及

び
「
河

川
の

流
水

を
水

源
と

す
る

水
道

用
水

供
給

事
業

（
★

）
を

経
営

す
る

者
か

ら
 

供
給

を
受

け
る

水
を

水
源

と
す

る
水

道
事

業
」
 
 

 

（
★

）
水

道
用

水
供

給
事

業
：
水

源
の

ほ
と

ん
ど

が
河

川
の

流
水

で
あ

る
。

（
広

島
県

内
の

３
事

業
は

全
量

が
河

川
流

水
）
 

（
※

2
）
合

理
化

勧
告

：
 

経
営

の
一

体
化

，
給

水
区

域
の

調
整

に
係

る
権

限
で

給
水

人
口

の
合

計
が

5
万

人
以

下
な

ど
，

現
状

に
お

い
て

は
極

め
て

限
定

的
 

7



H
2
6
.8

.2
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提
案

募
集

検
討

専
門

部
会

資
料

 

- 2
 - 

（
１
）
 

 
水

道
事

業
等

の
 
「
許

認
可

事
務

の
効

率
化

・
迅

速
化

」

２
 

提
案

が
実

現
し

た
場

合
に

発
揮

す
る

効
果

 

・水
道

事
業

者
は

，
事

業
（変

更
）認

可
に

係
る

説
明

等
に

上
京

し
て

い
る

。
国

の
所

管
事

業
数

は
４

０
０

以
上

あ
り
，
 

協
議

に
対

す
る

国
の

回
答

は
時

間
を

要
す

る
反

面
，
国

か
ら

の
指

摘
に

対
す

る
回

答
期

限
は

短
く
，
事

務
処

理
に

 

苦
慮

し
て

い
る

。
 

・水
道

事
業

者
に

よ
っ

て
は

，
大

臣
認

可
事

業
と

都
道

府
県

認
可

事
業

を
経

営
し
て

お
り
，
認

可
の

ほ
か

運
営

上
の

 

疑
義

に
関

す
る

照
会

相
手

が
事

業
ご

と
に

異
な

り
，
効

率
的

で
な

い
。
 

 水
道

事
業

者
と

し
て

も
，
身

近
な

都
道

府
県

へ
の

権
限

移
譲

を
期

待
 

・給
水

人
口

５
万

人
以

下
の

水
道

事
業

で
あ

っ
て

も
，
認

可
申

請
に

係
る

審
査

基
準

は
同

様
で

あ
り
，
都

道
府

県
は

 

技
術

的
ノ

ウ
ハ

ウ
を

十
分

に
持

っ
て

い
る

。
 

現
状

・
支

障
事

例
 

・水
道

事
業

者
に

と
っ

て
都

道
府

県
と

の
協

議
で

は
，
緊

密
な

意
思

疎
通

が
可

能
に

な
り
，

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

 

の
見

込
み

が
立

て
や

す
く
，
効

率
化

・迅
速

化
が

図
ら

れ
，
早

期
の

事
業

着
手

が
可

能
と

な
る

。
 

・認
可

権
限

を
都

道
府

県
知

事
に

一
元

化
す

る
こ

と
に

よ
り
，
水

道
事

業
者

の
利

便
性

が
向

上
す

る
。

 

権
限

移
譲

に
よ

り
発

揮
す

る
効

果
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H
2
6
.8

.2
1
 

提
案

募
集

検
討

専
門

部
会

資
料

 

- 3
 - 

（
２
）
 

 
水

道
事

業
等

の
 
「
報

告
徴

収
及

び
立

入
検

査
の

充
実

・
強

化
」

・水
道

事
業

者
へ

の
立

入
検

査
の

割
合

で
あ

る
「監

視
率

」は
，
国

の
8
.6

％
に

対
し
て

広
島

県
は

5
5
％

と
高

い
。

 

広
島

県
内

の
状

況
 

国
管

轄
 

広
島

県
管

轄
 

上
水

道
：
５

万
人

超
 

上
水

道
：
５

万
人

以
下

 
簡

易
水

道
 

計
 

所
管

市
町

と
事

業
数

 
（
H
2
6
.3

）
 

７
市

（
7
事

業
）
 

１
１

市
町

（
1
1
事

業
）
 

１
４

市
町

（
8
4
事

業
）
 

１
９

市
町

（
9
5

事
業

）
 

立
入

検
査

＜
監

視
率

＞
（
Ｈ

2
1
～

2
5
）
 

８
．

６
％

 
７

５
％

 
５

２
％

 
５

５
％

 

・国
が

管
轄

す
る

事
業

に
お

い
て

施
設

事
故

等
が

あ
っ

た
場

合
，
報

告
徴

収
・立

入
検

査
権

限
が

な
い

都
道

府
県

 

へ
の

情
報

提
供

は
国

へ
の

報
告

後
で

あ
る

と
と

も
に

，
詳

細
情

報
の

把
握

に
支

障
あ

り
，
他

の
水

道
事

業
者

へ
の

 

注
意

喚
起

が
不

充
分

に
な

る
。
 
※
平
成

26
年
度
，
広
島
県
内
で
発
生
し
た
事
案

2
件
は
，
国
が
管
轄
す
る
上
水
道
事
業
で
発
生

・５
万

人
超

水
道

事
業

者
へ

の
指

導
監

督
の

充
実

・強
化

が
図

ら
れ

，
か

つ
大

規
模

事
業

者
の

運
営

ノ
ウ

 

ハ
ウ

の
他

の
事

業
者

へ
の

普
及

に
よ

り
，
全

水
道

事
業

者
の

運
営

体
制

の
強

化
に

資
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

・事
故

な
ど

が
あ

っ
た

場
合

に
は

，
速

や
か

な
報

告
徴

収
，
立

入
検

査
，

遅
滞

の
な

い
他

の
水

道
事

業
者

 

に
対

す
る

注
意

喚
起

が
可

能
と

な
り
，

安
全

な
水

道
水

の
確

保
に

迅
速

に
行

動
で

き
る

。
 

・普
段

か
ら

の
指

導
監

督
に

よ
り
施

設
の

現
況

把
握

が
容

易
に

な
り
，
現

に
都

道
府

県
知

事
の

権
限

で
あ

る
 

緊
急

時
の

水
道

用
水

の
供

給
命

令
（法

第
4
0

条
）が

迅
速

・適
確

に
執

行
で

き
る

。
 

現
状

・
支

障
事

例
 

権
限

移
譲

に
よ

り
発

揮
す

る
効

果
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H
2
6
.8

.2
1
 

提
案

募
集

検
討

専
門

部
会

資
料

 

- 4
 - 

（
３
）
 

新
水

道
ビ

ジ
ョ
ン

（H
25

.3
厚

生
労

働
省

）に
お

い
て

求
め

ら
れ

る
 「

広
域

調
整

機
能

の
発

揮
」

・新
水

道
ビ

ジ
ョ
ン

で
は

，
都

道
府

県
の

役
割

と
し
て

，
現

在
の

認
可

権
限

等
の

枠
に

と
ら

わ
れ

る
こ

と
な

く
，
「広

域
 

的
な

事
業

間
調

整
機

能
」及

び
「流

域
単

位
の

連
携

推
進

機
能

」の
発

揮
を

求
め

て
い

る
。
 

・老
朽

管
更

新
需

要
増

に
伴

う
財

源
確

保
，
技

術
職

員
の

大
量

退
職

に
伴

う
技

術
基

盤
・人

材
確

保
の

問
題

に
対

 

応
す

る
た

め
，
広

域
化

・広
域

連
携

を
検

討
・推

進
し
た

く
て

も
，
許

認
可

・指
導

監
督

・合
理

化
勧

告
の

対
象

水
道

 

事
業

者
が

限
定

さ
れ

て
い

る
現

状
で

は
，
都

道
府

県
が

主
導

的
に

推
進

す
る

こ
と

に
支

障
を

来
し
て

い
る

。
 

・広
域

連
携

の
推

進
に

当
た

っ
て

は
，
水

道
事

業
者

は
都

道
府

県
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ
ブ

を
求

め
て

い
る

。
 

広
島

県
内

の
管

轄
市

町
数

の
見

通
し

 
国

管
轄

 
広

島
県

管
轄

 

上
水

道
：
５

万
人

超
 

上
水

道
：
５

万
人

以
下

 
簡

易
水

道
 

計
 

現
在

（
H
2
6
.3

）
 

７
市

（
7
事

業
）
 

１
１

市
町

（
1
1
事

業
）
 

１
４

市
町

（
8
4
事

業
）
 

１
９

市
町

（
9
5

事
業

）
 

簡
易

水
道

統
合

後
（
Ｈ

2
9
～

）
 

８
市

（
8
事

業
）
 

１
１

市
町

（
1
1
事

業
）
 

３
市

町
（
4
事

業
）
 

１
４

市
町

（
1
5
事

業
）
 

※
厚

生
労

働
省
の

方
針

(H
19

水
道
課

長
通
知

)に
基

づ
き
，

平
成

２
８
年

度
末

を
目
途

に
１

市
町
村

１
水

道
事
業

(簡
易

水
道
統

合
)を

推
進
中

。
 

・許
認

可
・指

導
監

督
・合

理
化

勧
告

の
権

限
移

譲
に

よ
り
，
都

道
府

県
と

し
て

は
認

可
協

議
や

指
導

監
 

督
，

危
機

管
理

対
応

を
通

じ
て

意
見

交
換

を
積

み
重

ね
，
広

域
化

・広
域

連
携

の
機

運
を

醸
成

し
つ

つ
，

 

広
域

調
整

能
力

を
培

う
こ

と
に

よ
り
，
実

行
力

を
発

揮
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

・都
市

（給
水

区
域

）が
連

担
す

る
水

道
事

業
者

，
水

源
水

系
を

同
じ

く
す

る
流

域
内

の
水

道
事

業
者

は
，

 

都
道

府
県

の
広

域
調

整
機

能
を

活
用

し
，
地

域
と

と
も

に
未

来
を

切
り
拓

く
水

道
の

実
現

に
挑

戦
で

き
る

。
 

現
状

・
支

障
事

例
 

権
限

移
譲

に
よ

り
発

揮
す

る
効

果
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